
（単位：千円）

真駒内
公園

野幌総合運
動公園

宗谷ふれあ
い公園

ゆめの森公
園

備考

負担金限度額【Ａ】（Ｂ－Ｉ＋Ｊ） 1,051,790 848,785 244,670 408,010
指定管理業務費【Ｂ】（Ｃ＋Ｈ）※税抜 1,557,215 1,196,370 469,445 400,785

業務原価【Ｃ】（Ｄ＋Ｇ） 1,244,370 924,085 358,570 308,875
直接業務費【Ｄ】（Ｅ＋Ｆ） 1,234,040 916,380 355,430 306,275

直接人件費【Ｅ】 514,540 374,155 204,505 163,730
直接物品費等【Ｆ】 719,500 542,225 150,925 142,545

 光熱水費等 465,495 326,550 64,275 68,260
 借料損料 10,150 29,035 17,360 4,850
 外部委託費（修繕費含む） 198,820 146,130 41,790 46,285
 その他 45,035 40,510 27,500 23,150

業務管理費【Ｇ】 10,330 7,705 3,140 2,600 ※外部委託費を除く

一般管理費等【Ｈ】 312,845 272,285 110,875 91,910 ※外部委託費を除く

利用料金収入見込額【Ｉ】 ※税抜 601,045 424,750 247,020 29,870
消費税額【J】（（Ｂ－Ｉ）×消費税率） 95,620 77,165 22,245 37,095

（単位：千円）

道南四季の
杜公園

十勝エコロ
ジーパーク

サンピラー
パーク

オホーツク
流氷公園

備考

負担金限度額【Ａ】（Ｂ－Ｉ＋Ｊ） 335,630 262,265 323,520 346,605
指定管理業務費【Ｂ】（Ｃ＋Ｈ）※税抜 305,115 413,740 362,805 315,095

業務原価【Ｃ】（Ｄ＋Ｇ） 237,870 319,130 281,400 245,210
直接業務費【Ｄ】（Ｅ＋Ｆ） 235,965 316,450 279,095 243,230

直接人件費【Ｅ】 128,645 169,035 133,590 141,915
直接物品費等【Ｆ】 107,320 147,415 145,505 101,315

 光熱水費等 32,730 66,310 80,350 37,360
 借料損料 10,955 17,475 2,780 3,045
 外部委託費（修繕費含む） 45,745 48,825 48,820 15,805
 その他 17,890 14,805 13,555 45,105

業務管理費【Ｇ】 1,905 2,680 2,305 1,980 ※外部委託費を除く

一般管理費等【Ｈ】 67,245 94,610 81,405 69,885 ※外部委託費を除く

利用料金収入見込額【Ｉ】 ※税抜 0 175,320 68,700 0
消費税額【J】（（Ｂ－Ｉ）×消費税率） 30,515 23,845 29,415 31,510

【参考】負担金の限度額を構成する経費の内容                                             
備　考

単価に必要数量
を乗じて積算

単価に必要数量
を乗じて積算

単価に必要数量
を乗じて積算す
るか、直接業務
費(外部委託費を
除く｡)に業務管
理費率を乗じて
積算

業務原価に一般
管理費を乗じて
積算

　直接人件費及び直接物品費等の単価は、市場価格等を参考として公の施設ごとに定めています。

「公募要項」 別紙１
【負担金限度額の積算内訳】

公園名

公園名

経費の名称 経　費　の　内　容
Ｂ 指定管理業務費 Ｃ 業務原価　＋　Ｈ 一般管理費等
Ｃ 業務原価 Ｄ 直接業務費　＋　Ｇ 業務管理費
Ｄ 直接業務費 Ｅ 直接人件費　＋　Ｆ 直接物品費

Ｅ 直接人件費

公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等（臨時雇用を含む。）が、そ
の労働力を消費することによって発生する費用で、当該従業員等の給料手当、賞与、賃
金等に相当するもの

Ｆ 直接物品費等

　公の施設の維持管理費及び運営業務に直接従事する従業員等が、当該業務を行うのに
必要な物品等を消費し、又は使用することによって発生する費用で、次に掲げるもの
①光熱水費等　②消耗品費　③借料損料　④通信交通費　⑤修繕費
⑥外部委託費　⑦備品購入費　⑧その他

Ｇ 業務管理費

　指定管理者が、公の施設の現場において業務を管理するために必要な直接業務費以外
の費用で、次に掲げるもの
①総合調整費　②福利厚生費　③通信交通費　④安全管理費
⑤技術管理費　⑥その他

Ｈ 一般管理費等

　指定管理者が法人等を継続的に維持運営するのに必要な直接業務費及び業務管理費以
外の費用で、一般管理費（営業費を含む）及び営業利益に相当する次に掲げる費用
①役員報酬　②従業員給料手当　③退職金　④法定福利費
⑤福利厚生費　⑥修繕維持費　⑦事務用品費　⑧通信交通費
⑨光熱水費　⑩調査研究費　⑪広告宣伝費　⑫交際費　⑬寄付金
⑭地代家賃　⑮減価償却費　⑯租税公課　⑰保険料　⑱雑費

　注１　
注２　　業務管理費率は指定管理業務の内容等を勘案し、一般管理費等率は業務原価の規模等に応じ、それぞれ道立

公園ごとに定めています。


